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 (証券コード 6965)

 平成23年11月30日

株 主 各 位 

 静岡県浜松市東区市野町1126番地の１

  
取締役社長 晝 馬  明

第64期定時株主総会招集ご通知 

拝啓 平素より格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。 

 この度の震災により被災された皆様に謹んでお見舞い申しあげます。 

 さて、当社第64期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議

決権を行使することができますので、お手数ながら後記株主総会参考書

類をご検討くださいまして、平成23年12月21日（水曜日）午後５時まで

に議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。 

 

【書面による議決権行使の場合】 

 同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の

行使期限までに到着するようご返送ください。 

 

【電磁的方法（インターネット等）による議決権の行使の場合】 

 当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.web54.net）にアク

セスしていただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使

コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内にしたがって、

上記の行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。 

 電磁的方法（インターネット等）による議決権行使に際しましては、

31頁記載の「電磁的方法（インターネット等）による議決権行使のお手

続きについて」をご確認くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
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記 

1. 日 時  平成23年12月22日（木曜日）午前10時 

2. 場 所  静岡県浜松市中区板屋町111番地の１ 

アクトシティ浜松 中ホール 

3. 目的事項 

報告事項 1. 第64期（平成22年10月１日から平成23年９月30日まで）事業報告

の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件 

2. 第64期（平成22年10月１日から平成23年９月30日まで）計算書類

の内容報告の件 

決議事項 

第１号議案 剰余金の処分の件 

第２号議案 取締役14名選任の件 

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

4. 招集にあたっての決定事項 

(1) 議決権行使書面において、各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表

示をされたものとして取り扱わせていただきます。 

(2) 電磁的方法（インターネット等）により複数回、議決権行使された場合は、

最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。 

(3) 電磁的方法（インターネット等）と議決権行使書面の両方で議決権行使され

た場合は、電磁的方法（インターネット等）の行使を有効な議決権行使として

お取り扱いいたします。 

(4) 株主総会当日、代理人により議決権を行使される場合は、当社の議決権を有

する他の株主様１名に委任することができます。この場合は、株主様ご本人の

議決権行使書とともに、代理権を証する書面をご提出ください。 

以 上 
                                       

１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く

ださいますようお願い申しあげます。 

２．本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、事業報告の「業務の適正を確保す

るための体制」、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」に

つきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（http://www.hamamatsu.com/ja/ir/index.html）に掲載しておりますの

で、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。 

３．株主総会参考書類及び添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社

ウェブサイト（http://www.hamamatsu.com/ja/ir/index.html）に掲載させていた

だきます。 
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(添付書類) 
 

事 業 報 告 

平成22年10月１日から 
平成23年９月30日まで 

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及び成果 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、当初はアジアを中心とした新興国の需要

拡大や政府による経済政策等に支えられ、輸出や生産が増加するなど一部持ち直しの

動きが見られました。しかし、平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、国

内経済は甚大なダメージを受け、さらには、欧州の債務危機や米国経済の失速懸念が

高まり、円高が急速に進行するなど、当社グループをとりまく経済環境は、厳しさを

増す中で推移いたしました。 

 このような状況におきまして、当社グループは、長年にわたり培ってきた光技術を

活かした基礎研究及び高付加価値製品の開発を進める一方で、将来の事業規模の拡大

に備えた生産能力の増強を図り、積極的な営業活動に努めることで、売上高、利益の

拡大に努力してまいりました。 

 なお、当連結会計年度の業績につきましては、海外売上げ、国内売上げともに増加

した結果、売上高は101,858百万円と前期に比べ10,899百万円（12.0％）の増加とな

りました。一方、利益面につきましても同様に、経常利益は22,216百万円と前期に比

べ6,157百万円（38.3％）増加し、当期純利益につきましても13,702百万円と前期に

比べ2,211百万円（19.2％）の増加となり、増収増益となりました。 

 

 次に、事業区分別・品目別の概況につきましてご報告申しあげます。 

<電子管事業> 

「光電子増倍管」 

 光電子増倍管は、医用分野におきましてＰＥＴ・ＳＰＥＣＴ１用などの装置需要が

北米や欧州に加えアジア地域にて拡大したこともあり、これら核医学画像診断装置向

けの売上げが堅調に推移したほか、血液分析などの検体検査装置向けも、その高い性

能に加え扱いやすくモジュール化している点が評価され、着実に売上げを伸ばしまし

た。また、計測分野における油田探査装置向けの売上げが順調に推移するなど、多く

の分野で好調に推移した結果、光電子増倍管の売上げは増加いたしました。 

「イメージ機器及び光源」 

 イメージ機器及び光源は、半導体分野の設備投資が活発であったこともあり、集積

回路やリチウム電池などの内部をＸ線を用いて非破壊で検査するマイクロフォーカス

Ｘ線源の売上げが増加したほか、医用分野におきましても、Ｘ線画像を可視像に変換

するＸ線シンチレータの売上げが、Ｘ線診断装置向けに好調に推移いたしました。ま 

────────────────────────────────────── 
１ ＳＰＥＣＴ（スペクト）とは、核医学画像診断法の一種です。体内に投与した放射性同位体から放出され

るガンマ線を検出してその分布を断層画像等にするものです。ＰＥＴなどと同じように生体の機能を観察

する目的で行われる検査で、脳血管障害やガン、心臓病などの早期発見に有効とされます。 

(          )
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た、分析分野におきましては、長寿命・高安定・高出力等を特徴とする重水素ランプ

が堅調に推移するなど、イメージ機器及び光源の売上げは増加いたしました。 

 以上の結果、光電子増倍管、イメージ機器及び光源をあわせました電子管事業とい

たしましては、売上高は43,877百万円と前期に比べ11.5％の増加となりました。 

 

<光半導体事業> 

「光半導体素子」 

 光半導体素子は、主力のシリコンフォトダイオードが、医用分野における新興国向

けの需要増加も寄与し、売上げが増加したほか、産業分野におきましても、工場内の

産業用ロボット等の制御に用いられるエンコーダ向けが、アジア地域における設備投

資の活発化を背景に需要が拡大し売上げを伸ばしました。また、イメージセンサにつ

きましても、歯科用のＸ線診断装置向けの需要が特に海外において拡大し、売上げを

伸ばすなど、光半導体素子といたしましては、全般的に好調に推移し、売上げが増加

いたしました。 

 この結果、光半導体事業といたしましては、売上高は43,271百万円と前期に比べ

11.9％の増加となりました。 

 

<画像計測機器事業> 

「画像処理・計測装置」 

 画像処理・計測装置は、病理組織をデジタル画像で高精細に観察できる病理デジタ

ルスライドスキャナが、世界的な競争激化等により売上げが減少したものの、半導体

故障解析装置がアジア地域において売上げが大幅に増加したほか、分光・光計測装置

も、新たに発売した小型蛍光寿命測定装置及び小型絶対ＰＬ量子収率測定装置などの

売上げが研究分野を中心に増加いたしました。また、デジタルカメラも北米を中心と

して堅調に推移した結果、売上げは増加いたしました。 

 この結果、画像計測機器事業といたしましては、売上高は12,338百万円と前期に比

べ12.9％の増加となりました。 
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〔事業区分別・品目別売上高〕 

第64期 
(22.10～23.9)

第63期 
(21.10～22.9) 増 減 事業 

区分 
品  目 

金 額 金 額 金 額 比 率 

国内 4,467百万円 3,959百万円 507百万円 12.8％ 

海外 21,025 17,778 3,247 18.3 光電子増倍管 

計 25,492 21,737 3,755 17.3 

国内 7,465 7,281 183 2.5 

海外 10,918 10,338 579 5.6 
イメージ機器 
及 び 光 源 

計 18,384 17,620 763 4.3 

国内 11,932 11,241 691 6.2 

海外 31,944 28,117 3,827 13.6 

電

子

管

事

業 小 計 

計 43,877 39,358 4,518 11.5 

国内 16,585 14,979 1,606 10.7 

海外 26,685 23,692 2,993 12.6 

光
半
導
体 

事 
 

業 

光半導体素子 

計 43,271 38,671 4,600 11.9 

国内 4,703 4,670 33 0.7 

海外 7,634 6,261 1,373 21.9 

画
像
計
測

機
器
事
業 

画 像 処 理 ・ 
計 測 装 置 

計 12,338 10,931 1,406 12.9 

国内 1,582 1,505 76 5.1 

海外 789 491 297 60.5 そ の 他 事 業 

計 2,371 1,997 374 18.7 

国内 34,804 32,396 2,408 7.4 

海外 67,053 58,562 8,491 14.5 合 計 

計 101,858 90,958 10,899 12.0 
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 次に研究開発の状況につきましてご報告申しあげます。 

<基礎研究分野> 

 生命科学の分野におきましては、定量位相顕微鏡の研究開発を進めております。定

量位相顕微鏡は、生きたままの細胞をＸ線ＣＴのような断層像として画像化すること

ができるものです。この度、培養したがん細胞の細胞核表面の三次元的な動きを、ナ

ノメートルレベルの分解能で捉えることに成功いたしました。細胞診断や薬効評価に

おいては、細胞のありのままの姿、働きを解明することが鍵となりますが、定量位相

顕微鏡を用いた細胞の解析技術の発展が、細胞診断などの研究に貢献することが期待

されております。 

 また、当社が設立いたしました財団法人浜松光医学財団において実施しております

ＰＥＴがん検診のオプションとして、アルツハイマー型認知症などの早期発見に向け

たＰＥＴによる脳検診を開始いたしました。これまで蓄積してまいりました約6,000

例に及ぶ健常者の脳画像データベースや画像解析などのノウハウを活用しており、こ

れにより、客観的で効率的な認知症の早期発見が期待されます。 

 さらに、浜松医科大学と共同で「レーザ血栓溶解治療システム」２の研究を進めて

おります。脳血管障害は三大死亡原因の一つでありますが、本研究では、レーザを照

射して血栓を溶解する新治療法の開発を目的としております。現在までに、ラットの

血栓を安全、確実に溶解できることを確認するとともに、同大学と共同で、ファイ

バー一体型カテーテルを試作し、血栓溶解に適用できる見通しを得ました。引続き研

究開発を進め、安全かつ迅速、確実に血栓のみを溶解できる新治療法の確立に貢献し

てまいります。 

 半導体レーザの分野におきましては、テラヘルツ帯と呼ばれる波長領域における量

子カスケードレーザの研究を進めております。テラヘルツ波は、電波と光波の両方の

性質を併せ持ち、非破壊検査や、生体への安全性からＸ線に代わる医学分野での応用

など、幅広い分野でその応用が期待されておりますが、未だその発生技術及び検出技

術が開拓されていない波長領域であります。この度、当社は、独自に開発した間接注

入励起構造により、テラヘルツ帯（77μｍ）でのレーザ発振に成功いたしました。今

後は、構造のさらなる最適化により、常温で動作できるテラヘルツ量子カスケード

レーザの実現を目指してまいります。 

 

<開発分野> 

半導体技術を用いた次世代光電子増倍管「μＰＭＴ」 

 世界で初めて、ＭＥＭＳ技術３を用いた次世代光電子増倍管「μＰＭＴ」の開発に

成功いたしました。μＰＭＴは、現在世界最小である当社製現行製品に比べ、さらな

る小型化（体積を約７分の１、質量を約９分の１）を実現した一方で、従来の光電子

増倍管と同等の性能を有しております。将来的には、小型化する医療機器や環境測定

装置を始めとした、さまざまな分野への貢献が期待されております。 

────────────────────────────────────── 
２ 本研究の一部は独立行政法人 医薬基盤研究所の委託事業「保健医療分野における基礎研究推進事業」に

より実施しています。 
３ μmオーダーの機械部品、センサ、電子回路などをシリコン基板や有機材料などの上に作り込む技術です。 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) ／ 2011/11/15 13:36 (2011/11/15 13:36) ／ wk_11786027_01_osx浜松ホトニクス様_招集_株主各位_P.doc 

7

アドバンストアモルファスシリコン技術を採用したＸ線イメージング用フラットパネ

ルセンサ 

 アドバンストアモルファスシリコン技術の開発により、大面積でありながら高速化

を実現した、高感度で高解像度なＸ線イメージング用フラットパネルセンサの新製品

を開発いたしました。アモルファスシリコンは、ＴＦＴ液晶パネルや太陽電池に用い

られておりますが、残像が大きいという問題がありました。これに対して、本技術は、

高速化を実現しており、残像を従来のアモルファスシリコンに比べ１桁ほど少なくし

て高精細な動画取得を可能とします。本技術を採用したＸ線イメージング用フラット

パネルセンサは、歯科診断用ＣＴ等に最適な、高感度で高解像度なデジタル検出器で

あり、今後売上げ増加が期待されております。 

ＭＰＰＣを搭載した高精度で小型な放射線検出モジュール 

 独自の高感度半導体光検出素子ＭＰＰＣと放射線を可視光に変換するシンチレータ

を搭載した、高精度で小型な放射線検出モジュールを開発いたしました。本製品は、

セシウムやヨウ素などの放射性物質の判別が可能なだけでなく、ＣｓＩシンチレータ

の採用により検出時間が短縮され、さらに、ＵＳＢからの電源供給のみで動作するた

め、各種装置への放射線測定機能の組み込みも容易となります。当社の医療機器向け

に培った放射線検出技術と半導体生産技術により、安価かつ潤沢に供給することを可

能といたしました。 

小型蛍光寿命測定装置(Quantaurus-Tau) 

 蛍光寿命測定の応用は多岐にわたりますが、代表的な例として、有機ＥＬ素子の開

発に欠かせない材料の評価、太陽電池やＬＥＤ用の化合物半導体の良否判定等があり

ます。小型蛍光寿命測定装置は、励起光源や検出器、光学系などを一体化したことに

より、測定の際に時間がかかっていた光源・光学系等の選定や調整を必要とせず、簡

単な操作で、高精度な計測を実現しております。 

 

 このように、長年にわたり培ってきた当社グループ独自の光技術を駆使し、バイオ、

医療、情報、通信、エネルギー、物質、宇宙・天文、農業等の分野において、新しい

知識、新しい産業の創成を目指した基礎研究を推し進めるとともに、新製品の開発及

び既存製品の高機能化・高付加価値化を目指した開発を行っております。 

 なお、当連結会計年度の研究開発費は、10,081百万円と前期に比べ5.6％増加いた

しました。 

 



 

－  － 
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(2) 設備投資の状況 

 当連結会計年度におきましては、生産能力の増強及び製品開発力の強化などを目的

として、総額7,348百万円の設備投資を行いました。事業区分別の設備投資額は、電

子管事業3,158百万円、光半導体事業2,173百万円、画像計測機器事業274百万円、そ

の他事業1,741百万円であります。 

 

(3) 資金調達の状況 

 当連結会計年度における資金調達につきましては、特記すべき事項はありません。 

 

(4) 対処すべき課題 

 当社グループにおきましては、株主の皆様からのご支援を賜り、社会環境のめまぐ

るしい変化の中におきましても、当連結会計年度は売上高、利益とも過去最高の業績

をあげることができました。これも、ひとえに株主の皆様の当社の研究開発への姿勢

に対するご理解の賜物と深く感謝する次第でございます。しかし、欧州における財政

不安、米国における失業率の高止まり、そして行きすぎた円高など、当社グループを

とりまく経営環境は楽観視できない状況にあると認識しております。 

 その様な中で、当社グループといたしましては、引続き新しいシーズ技術の研究開

発、産業応用に力をいれることはもちろん、アジアにおける市場開拓にも一層の力を

注いでいく所存でございます。 

 株主の皆様におかれましては、これまで以上のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願

い申しあげます。 

 

(5) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

期 別 
 
区 分 

第61期 
 

(19.10～20.9)

第62期 
 

(20.10～21.9)

第63期 
 

(21.10～22.9)

第64期 
 

(22.10～23.9) 

売 上 高 （百万円） 98,811 71,976 90,958 101,858 

経 常 利 益 （百万円） 20,882 4,794 16,059 22,216 

当期純利益 （百万円） 13,117 1,791 11,491 13,702 

１株当たり当期純利益 163円28銭 22円29銭 142円93銭 170円44銭 

総 資 産 （百万円） 174,991 158,026 176,407 188,091 

純 資 産 （百万円） 122,363 117,452 124,481 133,434 

１株当たり純資産額 1,501円62銭 1,441円44銭 1,539円16銭 1,650円23銭 

（注）1. １株当たり当期純利益は、期中平均の発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数により算出
しております。また、１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数から自己株式数を控除した株式
数により算出しております。 

2. 銭未満は四捨五入しております。 

 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) ／ 2011/11/15 13:36 (2011/11/15 13:36) ／ wk_11786027_01_osx浜松ホトニクス様_招集_株主各位_P.doc 

9

(6) 重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 
当 社 の
出 資 比 率 主要な事業内容 

ホトニクス・マネージメント・
コーポ 

33,521千
米ドル

100.0
％

持株会社 

ハママツ・ホトニクス・ドイチュ
ラント・ゲー・エム・ベー・ハー

2,000千
ユーロ

100.0 
光電子増倍管、イメージ機器 
及び光源、光半導体素子、 
画像処理・計測装置の販売 

ハママツ・ホトニクス・フランス・
エス・ア・エール・エル 

1,136千
ユーロ

100.0 
光電子増倍管、イメージ機器 
及び光源、光半導体素子、 
画像処理・計測装置の販売 

ハママツ・ホトニクス・イタリア・
エス・アール・エル 

728千
ユーロ

100.0 
光電子増倍管、イメージ機器 
及び光源、光半導体素子、 
画像処理・計測装置の販売 

ハママツ・ホトニクス・ユー・
ケイ・リミテッド 

400千
英ポンド

100.0 
光電子増倍管、イメージ機器 
及び光源、光半導体素子、 
画像処理・計測装置の販売 

株  式  会  社  光     素
85,000千

円
100.0 光源の製造 

中 国 健 康 産 業 株 式 会 社
80,000千

円
100.0 医療機器の研究開発 

ハママツ・ホトニクス・ノルデン・
エイ・ビー 

2,700千
スウェーデンクローネ

100.0 
光電子増倍管、イメージ機器 
及び光源、光半導体素子、 
画像処理・計測装置の販売 

ハママツ・ホトニクス・ヨーロッ
パ・ゲー・エム・ベー・ハー 

200千
ユーロ

100.0 欧州における販売促進 

北京浜松光子技術股有限公司
200,000千

中国元
91.1 光電子増倍管の製造・販売 

高 丘 電 子 株 式 会 社
98,000千

円
88.6

 
光電子増倍管の製造 

浜 松 電 子 プ レ ス 株 式 会 社
30,000千

円
60.0

 
電子部品、金型の製造 

株式会社磐田グランドホテル
480,000千

円
57.1 ホテル事業 

ハママツ・コーポレーション
426千
米ドル

（100.0）
光電子増倍管、イメージ機器 
及び光源、光半導体素子、 
画像処理・計測装置の販売 

ユニバーサル・スペクトラム・
コーポレーション 

50千
米ドル

（100.0） 電子部品等の販売 

杭州浙大浜松光子科技有限公司
3,000千

中国元
＜70.0＞ 医療機器の研究開発 

（注）1. 出資比率の（ ）内の数字は間接所有比率であり、ホトニクス・マネージメント・コーポが所有す

るものであります。 

2. 出資比率の＜ ＞内の数字は間接所有比率であり、中国健康産業株式会社が所有するものでありま

す。 

3. 高丘電子株式会社は、第三者割当増資を実施した結果、資本金が増加し、当社の出資比率が上昇し

ております。 

4. 中国における内需拡大に対応するため、売上拡大と技術サービスの充実を目的として、浜松光子学

商貿（中国）有限公司（当社の出資比率 100.0％）を中国に設立いたしましたが、本格的な稼動に

は至っていないため、上記重要な子会社には含めておりません。 

 



 

－  － 
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(7) 主要な事業内容（平成23年９月30日現在） 

 当社グループは、光電子増倍管、イメージ機器及び光源、光半導体素子、画像処

理・計測装置等の光関連製品の製造、販売を主な事業とし、これに付帯する事業を営

んでおります。 

 主要製品又は事業内容は次のとおりであります。 

事業 
区分 

品 目 主要製品又は事業内容 

光電子増倍管 

光電子増倍管、光センサモジュール、マイクロチャンネルプ
レート内蔵光電子増倍管、光電子増倍管周辺機器、電子増倍
管、近接型イメージインテンシファイア、高速ゲートイメージ
インテンシファイアユニット、光電管 

電

子

管

事

業 

イメージ機器 
及 び 光 源 

マイクロフォーカスＸ線源、Ｘ線シンチレータ、Ｘ線イメージ
インテンシファイア、マイクロチャンネルプレート、ＦＯＰ
（ファイバオプティックプレート）、ストリーク管、重水素ラ
ンプ、キセノンランプ、水銀キセノンランプ、ステルスダイシ
ングエンジン（ＳＤＥ）、スポット光源、静電気除去装置
（フォトイオナイザ）、炎センサ（ＵＶｔｒｏｎ） 

光

半

導

体

事

業 

光半導体素子 

フォトダイオード（Ｓｉ、ＧａＡｓ、ＧａＡｓＰ、ＧａＰ）、ＡＰＤ 
（Ｓｉ、ＩｎＧａＡｓ）、ＭＰＰＣ、フォトＩＣ、フォトトランジスタ、
ＰＳＤ（位置検出素子）、赤外線検出素子（ＩｎＧａＡｓ、ＰｂＳ、 
ＰｂＳｅ、ＩｎＳｂ、ＩｎＡｓ、ＭＣＴ、フォトンドラッグ、サーモパイ
ル）、 ＩｎＧａＡｓイメージセンサ、ＣＣＤイメージセンサ、 
ＣＭＯＳイメージセンサ、アンプ付フォトダイオードアレイ、
ＮＭＯＳイメージセンサ、Ｘ線フラットパネルセンサ、 
ＬＥＤ、ＬＣＯＳ－ＳＬＭ（空間光位相変調器）、ミニ分光器、
フォトセンサアンプ、ＰＳＤ信号処理回路、ＡＰＤモジュール、
距離センサ、イメージセンサ駆動回路・応用製品、光通信用デ
バイス、車載用デバイス、高エネルギー用特殊受光素子 

画
像
計
測
機
器
事
業 

画 像 処 理 ・ 
計 測 装 置 

計測用デジタルＣＣＤカメラ（近赤外、紫外、Ｘ線、高感度、
高解像度、高速 等）、科学計測用ＣＭＯＳカメラ、ＴＤＩカメ
ラ、Ｘ線ラインセンサカメラ、ストリークカメラ、蛍光寿命測
定装置、マルチチャンネル分光器、量子収率測定装置、半導体
故障解析装置、ＰＶ（太陽電池）計測・検査システム、プラズ
マプロセスモニタ、厚み計測装置、ライフサイエンス用イメー
ジング・解析装置、ドラッグスクリーニングシステム、非侵襲
脳内酸素モニタ、生体組織蛍光観察システム、病理デジタルス
ライドスキャナ 

そ の 他 事 業 半導体レーザー事業、ホテル事業 

 



 

－  － 
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(8) 主要な営業所及び工場（平成23年９月30日現在） 

ア．当社 

事 業 所 名 所 在 地 事 業 所 名 所 在 地 

東 京 支 店 東 京 都 港 区 

東 京 営 業 所 東 京 都 港 区 

中 部 営 業 所 浜 松 市 中 区 

大 阪 営 業 所 大 阪 市 中 央 区 

筑 波 営 業 所 茨 城 県 つ く ば 市 

仙 台 営 業 所 仙 台 市 青 葉 区 

中 央 研 究 所 浜 松 市 浜 北 区 

筑 波 研 究 所 茨 城 県 つ く ば 市 

本 社 事 務 所 

本 社 工 場 

三 家 工 場 

新 貝 工 場 

豊 岡 製 作 所 

天 王 製 作 所 

常 光 製 作 所 

都 田 製 作 所 

浜 松 市 中 区

浜 松 市 東 区

静 岡 県 磐 田 市

浜 松 市 南 区

静 岡 県 磐 田 市

浜 松 市 東 区

浜 松 市 東 区

浜 松 市 北 区 産業開発研究所 浜 松 市 西 区 

（注） 平成23年８月１日に、浜松市南区に新貝工場を開設いたしました。 

 

イ．子会社 

会 社 名 所 在 地 

株 式 会 社 光   素 静 岡 県 磐 田 市 

中 国 健 康 産 業 株 式 会 社 浜 松 市 中 区 

高 丘 電 子 株 式 会 社 浜 松 市 中 区 

浜松電子プレス株式会社 静 岡 県 磐 田 市 

国

内 

株式会社磐田グランドホテル 静 岡 県 磐 田 市 

ホトニクス・マネージメント・コーポ 米 国 

ハママツ・ホトニクス・ドイチュラント・ゲー・エム・
ベー・ハー 

独 国 

ハママツ・ホトニクス・フランス・エス・ア・エール・
エル 

仏 国 

ハママツ・ホトニクス・イタリア・エス・アール・エル 伊 国 

ハママツ・ホトニクス・ユー・ケイ・リミテッド 英 国 

ハママツ・ホトニクス・ノルデン・エイ・ビー ス ウ ェ ー デ ン 

ハママツ・ホトニクス・ヨーロッパ・ゲー・エム・
ベー・ハー 独 国 

北京浜松光子技術股有限公司 中 国 

ハママツ・コーポレーション 米 国 

ユニバーサル・スペクトラム・コーポレーション 米 国 

海

外 

杭州浙大浜松光子科技有限公司 中 国 

 



 

－  － 
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(9) 従業員の状況（平成23年９月30日現在） 

事 業 区 分 従 業 員 数 

電 子 管 事 業 1,841名 

光 半 導 体 事 業 1,053 

画 像 計 測 機 器 事 業 508 

そ の 他 事 業 217 

全 社 （共 通） 569 

合 計 4,188 

（注）1. 従業員数は就業人員数です。 
2. 全社（共通）として記載されている従業員は、特定の事業区分に属さない管

理部門等に所属しているものであります。 

 

(10) 主要な借入先及び借入額（平成23年９月30日現在） 

借 入 先 名 借 入 金 額 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 3,000百万円 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,310 

株 式 会 社 静 岡 銀 行 1,602 

 

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

 該当事項はありません。 

 

2. 会社の株式に関する事項（平成23年９月30日現在） 

株式の状況 

ア．発行可能株式総数 250,000,000株 

イ．発行済株式の総数 83,764,984株（自己株式3,235,723株を含む） 

ウ．株主数 31,095名 

エ．大株主 

当社への出資状況 
株 主 名 

持 株 数 出資比率 

ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 4,200,000株 5.2％ 

浜 松 ホ ト ニ ク ス 従 業 員 持 株 会 3,916,452 4.9 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 3,476,500 4.3 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 3,438,000 4.3 

晝 馬 輝 夫 1,975,242 2.5 

ビービーエイチ マシユーズ アジアン
グロース アンド インカム フアンド

1,664,700
 

2.1
 

野村信託銀行株式会社（投信口） 1,504,000 1.9 

ジェーピー モルガン チェース バンク 385174 1,259,140 1.6 

オーエム04エスエスビークライアントオムニバス 1,210,049 1.5 

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ
ロンドン エス エル オムニバス アカウント

1,194,503
 

1.5
 

（注） 出資比率は、自己株式を控除して計算しております。また、表示単位未満は四捨五入しております。 

 

3. 会社の新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 



 

－  － 
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4. 会社役員に関する事項 

(1) 取締役及び監査役の状況（平成23年９月30日現在） 

氏 名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況 

晝 馬 輝 夫 取 締 役 会 長 (注）1. 

晝 馬  明 代 表 取 締 役 社 長 (注）2. 

大 塚 治 司 代表取締役副社長  

山 本 晃 永 代表取締役専務取締役 固体事業部長 

竹 内 純 一 常 務 取 締 役 電子管事業部長 

飯 田  等 常 務 取 締 役 システム事業部長 

内 山 博 文 取 締 役 大出力レーザー開発部長 

小 池  司 取 締 役 東京支店長 

小 吹 信 三 取 締 役 アイシン精機株式会社代表取締役副社長 

嶋 津 忠 彦 取 締 役 管理部長 

鈴 木 賢 次 取 締 役 電子管事業部長代理 

武 村 光  取 締 役 固体事業部長代理 

原 勉 取 締 役 中央研究所長 

吉 田 堅 司 取 締 役 社長室長 

松 井 昌 憲 常 勤 監 査 役  

村 松 文 夫 常 勤 監 査 役  

柴 谷  元 監 査 役  

伊 地 知  隆  彦 監 査 役 トヨタ自動車株式会社取締役専務役員 

（注）1. 取締役会長晝馬輝夫氏の重要な兼職の状況は次のとおりであります。 

 法 人 名 法人における地位 

 財 団 法 人 光 科 学 技 術 研 究 振 興 財 団 理 事 兼 会 長

 財 団 法 人 浜 松 光 医 学 財 団 理 事 長

2. 代表取締役社長晝馬 明氏の重要な兼職の状況は次のとおりであります。 

 法 人 名 法人における地位 

 ホトニクス・マネージメント・コーポ 取 締 役 社 長

 ハ マ マ ツ ・ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 取 締 役

 財 団 法 人 光 科 学 技 術 研 究 振 興 財 団 理 事 長

 学 校 法 人 光 産 業 創 成 大 学 院 大 学 理 事 長

3. 取締役小吹信三氏は、社外取締役であります。 

4. 監査役柴谷 元氏及び監査役伊地知隆彦氏は、社外監査役であります。 

5. 監査役伊地知隆彦氏につきましては、東京証券取引所の有価証券上場規程に定める独立役員として、

東京証券取引所に対して届出をしております。 

6. 常務取締役鈴木義二氏は、平成22年11月11日に逝去いたしました。 

7. 平成22年11月19日付で、取締役原 勉氏の担当を中央研究所長代理から中央研究所長に変更してお

ります。 

8. 平成22年12月１日付で、取締役内山博文氏の担当を開発本部担当から大出力レーザー開発部長に変

更しております。 

9. 平成22年12月17日開催の第63期定時株主総会におきまして、吉田堅司氏が取締役に選任され、就任

いたしました。 

10. 第63期定時株主総会終了後の取締役会におきまして、取締役飯田 等氏は常務取締役に選定され、

就任いたしました。 

11. 取締役小吹信三氏は、平成23年６月にアイシン精機株式会社代表取締役副社長に就任し、トヨタ自

動車株式会社専務取締役を退任いたしました。 



 

－  － 
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12. 常勤監査役松井昌憲氏は、株式会社協和銀行（現株式会社りそな銀行）における長年の経験に加え、

当社財務部長として経理・財務業務に従事するなど、財務及び会計に関する相当程度の知識を有す

るものであります。 

13. 監査役柴谷 元氏は、株式会社東京銀行（現株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）における長年の経験が

あり、財務及び会計に関する相当程度の知識を有するものであります。 

 

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額 

ア．当事業年度に係る報酬等の総額 

区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘 要 

取 締 役 15名 321百万円 （うち社外１名 １百万円） 

監 査 役 ４名 44百万円 （うち社外２名 ５百万円） 

合 計 19名 365百万円  

（注）1. 取締役の報酬限度額は、平成３年12月19日開催の第44期定時株主総会において月額35百万円以内

（ただし、使用人分の給与は含まない。）と決議させていただいております。 

2. 監査役の報酬限度額は、平成３年12月19日開催の第44期定時株主総会において月額４百万円以内と

決議させていただいております。 

3. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

4. 上記の取締役の支給人員数には、平成22年11月11日に逝去した鈴木義二氏の報酬額を含んでおりま

す。 

5. 上記の役員報酬には、当事業年度中に役員退職慰労引当金として費用処理した以下の金額を含んで

おります。 

取締役15名 59百万円（うち社外取締役１名 12万円） 

監査役４名 ６百万円（うち社外監査役２名 76万円） 

イ．当事業年度に支払った退職慰労金（弔慰金） 

平成22年12月17日開催の第63期定時株主総会決議に基づき、取締役（１名）に

対し退職慰労金に代えて支払った弔慰金は以下のとおりであります。 

取締役 １名 108百万円 

（上記金額には、上記ア．及び過年度の事業報告において役員の報酬等の

総額に含めた役員退職慰労引当金の繰入額21百万円を含めております。） 

 



 

－  － 
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(3) 社外役員の状況 

ア．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係 

氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 

小 吹 信 三 
（社外取締役） アイシン精機株式会社 代表取締役副社長 

伊地知 隆 彦 
（社外監査役） 

トヨタ自動車株式会社 取締役専務役員 

（注）1. 取締役小吹信三氏は、平成23年６月にアイシン精機株式会社代表取締役副社長に就任し、トヨタ自

動車株式会社専務取締役を退任いたしました。 

2. 当社は、アイシン精機株式会社との間で製品の売買取引等を行っております。 

3. トヨタ自動車株式会社は、当社発行済株式総数（自己株式を除く）の5.2％を有する大株主であり、

当社は、同社との間で製品の売買取引等を行っております。 

イ．主な活動状況 

氏 名 取締役会及び監査役会における発言の状況等 

小 吹 信 三 
（社外取締役） 

主に企業経営などの分野における豊富な経験と高い見識に基づ

き、発言及び助言を行っております。なお、取締役会は16回中

13回出席しております。 

柴 谷  元 
（社外監査役） 

銀行業務の経験を活かし、業務管理、財務会計システムなどを

含め、経営全般について発言及び助言を行っております。な

お、取締役会は16回中16回、監査役会は７回中６回出席してお

ります。 

伊地知 隆 彦 
（社外監査役） 

上場企業の取締役としての経験・見地に立って、発言及び助言

を行っております。なお、取締役会は16回中11回、監査役会は

７回中４回出席しております。 

ウ．責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、責任限定契約を締結することが

できる旨の規定を定款第26条及び第35条に設けておりますが、責任限定契約は

締結しておりません。 

 



 

－  － 
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5. 会計監査人の状況 

(1) 会計監査人の名称 

新日本有限責任監査法人 

 

(2) 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

区 分 金 額 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項
の業務に係る報酬等の額 60百万円 

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 

60百万円 

（注） 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査

報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係る報酬等の

額にはこれらの合計額を記載しております。 

 

(3) 連結子会社の監査 

 当社の連結子会社におきまして、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人

（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けてい

るもののうち、重要なものは次のとおりであります。 

法 人 名 

ハママツ・コーポレーション 

ハママツ・ホトニクス・ドイチュラント・ゲー・エム・ベー・ハー 

 

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

 当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいずれかの事由

に該当する場合は、監査役全員の同意による監査役会の決議により会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主

総会において解任の旨及びその理由を報告いたします。 

 上記のほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、

当社監査役会は、その事実に基づき検討を行い、解任又は不再任が妥当と判断した場

合は、その旨を株主総会の目的とすることを取締役会に請求いたします。 

 

（注） 本事業報告の金額の記載につきましては、表示単位未満を切捨てて

表示してあります。 
 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表 
（平成23年９月30日現在） 

(単位：百万円) 
 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 31,698 

支払手形及び買掛金 13,454 

短 期 借 入 金 865 

１年内返済予定の長期借入金 281 

未 払 法 人 税 等 4,698 

賞 与 引 当 金 3,398 

設備関係支払手形 630 

そ の 他 8,369 

固 定 負 債 22,958 

長 期 借 入 金 7,326 

繰 延 税 金 負 債 131 

退 職 給 付 引 当 金 13,929 

役員退職慰労引当金 1,245 

そ の 他 325 

負 債 合 計 54,657 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 138,455 

資 本 金 34,928 

資 本 剰 余 金 34,672 

利 益 剰 余 金 74,902 

自 己 株 式 △ 6,048 

その他の包括
利 益 累 計 額 

△ 5,785 

その他有価証券評価差額金 163 

為替換算調整勘定 △ 5,948 

少数株主持分 764 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

有 価 証 券 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

投 資 不 動 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

123,542

71,073

23,781

1,500

6,014

11,183

5,147

3,338

1,648

△  145

64,549

52,247

24,008

8,009

2,610

15,565

275

1,777

1,581

10,719

2,052

194

7,130

1,360

△   18 純 資 産 合 計 133,434 

資 産 合 計 188,091 負 債 純 資 産 合 計 188,091 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書 

自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日 (単位：百万円) 

 科 目 金 額 

売 上 高  101,858 

売 上 原 価  49,069 

売 上 総 利 益  52,789 

販売費及び一般管理費  30,959 

営 業 利 益  21,830 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 148  

受 取 配 当 金 37  

固 定 資 産 賃 貸 料 63  

投 資 不 動 産 賃 貸 料 156  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 51  

そ の 他 336 794 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 117  

不 動 産 賃 貸 費 用 92  

為 替 差 損 139  

そ の 他 58 408 

経 常 利 益  22,216 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 9  

補 助 金 収 入 507 516 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 9  

固 定 資 産 除 却 損 149  

固 定 資 産 圧 縮 損 483  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 272  

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 99 1,013 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  21,719 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,466  

法 人 税 等 調 整 額 △ 508 7,958 

少数株主損益調整前当期純利益  13,760 

少 数 株 主 利 益  58 

当 期 純 利 益  13,702 

(          )



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 

自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日 (単位：百万円) 

 株 主 資 本 
項 目 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

前 期 末 残 高 34,928 34,672 64,743 △6,047 128,296 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 ― ― △ 3,543 ― △ 3,543 

当 期 純 利 益 ― ― 13,702 ― 13,702 

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △  0 △   0 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

― ― ― ― ― 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 10,159 △  0 10,158 

当 期 末 残 高 34,928 34,672 74,902 △6,048 138,455 

 
(単位：百万円) 

 
その他の包括利益累計額 

項 目 
その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

少数株主持分 純 資 産 合 計 

前 期 末 残 高 43 △4,599 △4,556 740 124,481 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △ 3,543 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 13,702 

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― △   0 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

119 △1,348 △1,229 23 △ 1,206 

当 期 変 動 額 合 計 119 △1,348 △1,229 23 8,952 

当 期 末 残 高 163 △5,948 △5,785 764 133,434 

 

(          )



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 
（平成23年９月30日現在） 

(単位：百万円) 
 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 28,247 

支 払 手 形 4,944 

買 掛 金 8,443 

リ ー ス 債 務 103 

未 払 金 3,614 

未 払 費 用 803 

未 払 法 人 税 等 4,452 

前 受 金 181 

預 り 金 134 

賞 与 引 当 金 3,155 

設備関係支払手形 625 

従 業 員 預 り 金 1,697 

そ の 他 91 

固 定 負 債 21,339 

長 期 借 入 金 6,000 

リ ー ス 債 務 154 

退 職 給 付 引 当 金 13,798 

役員退職慰労引当金 1,245 

資 産 除 去 債 務 140 

負 債 合 計 49,586 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 125,282 

資 本 金 34,928 

資 本 剰 余 金 34,636 

資 本 準 備 金 34,636 

利 益 剰 余 金 61,760 

利 益 準 備 金 695 

その他利益剰余金 61,065 

特別償却準備金 36 

配当準備積立金 4,500 

別 途 積 立 金 41,600 

繰越利益剰余金 14,929 

自 己 株 式 △ 6,044 

評価・換算差額等 163 

その他有価証券
評 価 差 額 金 163 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

有 価 証 券 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

特 許 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

関 係 会 社 出 資 金 

繰 延 税 金 資 産 

投 資 不 動 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

109,492

61,445

3,157

22,592

1,500

2,182

10,953

4,762

2,034

1,080

128

△  345

65,539

45,583

19,369

846

7,308

25

2,345

13,722

241

1,723

1,260

813

435

11

18,695

1,328

8,291

1

652

7,111

194

1,134

△   18 純 資 産 合 計 125,445 

資 産 合 計 175,032 負 債 純 資 産 合 計 175,032 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 

自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日 (単位：百万円) 

 科 目 金 額 

売 上 高  90,732 

売 上 原 価  49,110 

売 上 総 利 益  41,621 

販売費及び一般管理費  23,293 

営 業 利 益  18,328 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 88  

受 取 配 当 金 1,405  

投 資 不 動 産 賃 貸 料 156  

為 替 差 益 26  

雑 収 入 320 1,997 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 73  

不 動 産 賃 貸 費 用 92  

雑 損 失 36 202 

経 常 利 益  20,124 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 5  

補 助 金 収 入 507 512 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 9  

固 定 資 産 除 却 損 113  

固 定 資 産 圧 縮 損 483  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 272  

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 77 955 

税 引 前 当 期 純 利 益  19,680 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,202  

法 人 税 等 調 整 額 △ 210 6,991 

当 期 純 利 益  12,689 

(          )



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 

自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日 (単位：百万円) 

 株 主 資 本 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 項 目 
資本金 

資本準備金 利益準備金 特別償却
準 備 金

配当準備
積 立 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

自己株式 株主資本 
合 計 

前 期 末 残 高 34,928 34,636 695 54 4,500 35,600 11,764 △6,043 116,136 

当 期 変 動 額    

特別償却準備金の取崩 － － － △18 － － 18 － － 

別途積立金の積立 － － － － － 6,000 △ 6,000 － － 

剰余金の配当 － － － － － － △ 1,771 － △ 1,771 

剰余金の配当 
（中間配当） 

－ － － － － － △ 1,771 － △ 1,771 

当 期 純 利 益 － － － － － － 12,689 － 12,689 

自己株式の取得 － － － － － － － △  0 △   0 

株 主 資 本 以 外 の 
項目の当期変動額(純額) 

－ － － － － － － － － 

当期変動額合計 － － － △18 － 6,000 3,164 △  0 9,145 

当 期 末 残 高 34,928 34,636 695 36 4,500 41,600 14,929 △6,044 125,282 

 
 (単位：百万円)

 評価・換
算差額等 

項 目 その他有
価証券評
価差額金 

純資産
合 計

前 期 末 残 高 43 116,180

当 期 変 動 額  

特別償却準備金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 － △ 1,771

剰余金の配当 
（中間配当） 

－ △ 1,771

当 期 純 利 益 － 12,689

自己株式の取得 － △   0

株 主 資 本 以 外 の 
項目の当期変動額(純額) 

119 119

当期変動額合計 119 9,265

当 期 末 残 高 163 125,445

 

(          )



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年11月２日 

 浜松ホトニクス株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 藤 田 和 弘 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 田 宮 紳 司 

  

 

   
  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、浜松ホトニクス株式会社の

平成22年10月１日から平成23年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に

ついて監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、浜松ホトニクス株式会社及び連結子会社から成る企業

集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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会計監査人の会計監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年11月２日 

 浜松ホトニクス株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 藤 田 和 弘 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 田 宮 紳 司 

  

 

   
  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、浜松ホトニクス株式

会社の平成22年10月１日から平成23年９月30日までの第64期事業年度の計算書類、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその

附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係

る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告 

 監 査 報 告 書  

  当監査役会は、平成22年10月１日から平成23年９月30日までの第64期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。 

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。 
 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社、工場及び事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業
報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る
事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 
 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
検討いたしました。 

 

 2. 監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。 
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。 
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 
 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

 平成23年11月４日  

 浜松ホトニクス株式会社 監査役会  

 

常勤監査役 松 井 昌 憲  

常勤監査役 村 松 文 夫  

社外監査役 柴 谷  元  

社外監査役 伊地知 隆 彦  
  

 

以 上 



 

－  － 
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株主総会参考書類 
議案及び参考事項 

第１号議案 剰余金の処分の件 

 剰余金の処分の件につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。 

1. 期末配当に関する事項 

 当社は、株主の皆様への利益還元策といたしましては、配当による成果の配分

を第一に考えております。そのため当社は、長期的な展望に基づく企業収益力の

充実・強化を図ることで、１株当たり利益の継続的な増加による、配当の安定的

な増加に努めることを配当政策の基本方針としております。 

 一方で、21世紀における光のリーディングカンパニーとしての地位を確立する

ため、長期的な企業価値の拡大に向けた技術開発及び光産業創成のための成長投

資は必要不可欠なものであり、そのための内部留保を高水準に維持することも必

要であると考えております。 

 この方針に基づき、第64期の期末配当につきましては、業績等諸般の状況を総

合的に勘案した結果、１株につき22円とさせていただきたいと存じます。これに

より、既にお支払いしております中間配当金（１株につき22円）を加えました年

間の配当金は１株につき44円となり、前期より４円の増配になります。 

(1) 配当財産の種類 

金銭 

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金22円  総額1,771,643,742円 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

平成23年12月26日 

2. その他の剰余金の処分に関する事項 

 将来の事業展開に備えた経営基盤の強化を図るため、以下のとおりとさせてい

ただきたいと存じます。 

(1) 増加する剰余金の項目及びその額 

別途積立金    9,000,000,000円 

(2) 減少する剰余金の項目及びその額 

繰越利益剰余金  9,000,000,000円 

 



 

－  － 
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第２号議案 取締役14名選任の件 

 取締役全員（14名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締

役14名の選任をお願いするものであります。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、当社における地位、担当 
（重要な兼職の状況） 

所 有 す る 
当社株式の数 

１ 
晝
ひる

馬
ま

輝
てる

夫
お

 
(大正15年９月20日生) 

昭和28年９月 当社取締役就任 

昭和39年11月 当社代表取締役専務取締役就任 

昭和53年10月 当社代表取締役社長就任 

平成16年12月 当社代表取締役会長兼社長就任 

平成21年12月 当社取締役会長就任（現任） 

（重要な兼職の状況） 

財団法人光科学技術研究振興財団 理事兼会長 

財団法人浜松光医学財団 理事長 

1,975,242株 

２ 
晝
ひる

馬
ま

 明
あきら

 
(昭和31年11月10日生) 

昭和59年10月 当社入社 

平成17年10月 ハママツ・コーポレーション社長

就任 

平成21年12月 当社代表取締役社長就任（現任）

（重要な兼職の状況） 

ホトニクス・マネージメント・コーポ 取締役

社長 

ハママツ・コーポレーション 取締役 

財団法人光科学技術研究振興財団 理事長 

学校法人光産業創成大学院大学 理事長 

74,000株 

３ 
大
おお

塚
つか

治
はる

司
じ

 
(昭和９年10月１日生) 

昭和28年11月 当社入社 

昭和52年12月 当社取締役就任 

昭和55年12月 当社常務取締役就任 

昭和62年12月 当社専務取締役就任 

平成５年８月 当社代表取締役副社長就任 

平成16年12月 当社取締役副会長就任 

平成21年12月 当社代表取締役副社長就任(現任)

1,029,828株 



 

－  － 
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候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、当社における地位、担当 
（重要な兼職の状況） 

所 有 す る 
当社株式の数 

４ 
山
やま

本
もと

晃
こう

永
えい

 
(昭和20年10月20日生) 

昭和45年３月 当社入社 

昭和60年１月 当社固体事業部長（現任） 

昭和60年12月 当社取締役就任 

昭和62年12月 当社常務取締役就任 

平成16年12月 当社専務取締役就任 

平成17年７月 当社代表取締役専務取締役就任 

（現任） 

44,100株 

５ 
竹
たけ

内
うち

純
じゅん

一
いち

 
(昭和17年９月12日生) 

昭和33年４月 当社入社 

昭和63年10月 当社電子管第一事業部長 

平成元年12月 当社取締役就任 

平成５年12月 当社常務取締役就任（現任） 

平成15年12月 当社電子管事業部長（現任） 

102,700株 

６ 
飯
いい

田
だ

 等
ひとし

 
(昭和21年12月18日生) 

昭和46年３月 当社入社 

平成19年12月 当社システム事業部長（現任） 

平成20年12月 当社取締役就任 

平成22年12月 当社常務取締役就任（現任） 

58,100株 

７ 
内
うち

山
やま

博
ひろ

文
ふみ

 
(昭和18年７月19日生) 

昭和52年４月 当社入社 

平成11年12月 当社取締役就任（現任） 

平成22年12月 当社大出力レーザー開発部長 

（現任） 

12,300株 

８ 
小
こ

池
いけ


たか

司
し

 
(昭和19年12月23日生) 

昭和35年３月 当社入社 

平成３年12月 当社東京支店長（現任） 

平成11年12月 当社取締役就任（現任） 

33,450株 

９ 
嶋
しま

津
づ

忠
ただ

彦
ひこ

 
(昭和22年10月13日生) 

昭和45年３月 当社入社 

平成14年１月 当社財務部長 

平成20年12月 当社取締役就任（現任） 

当社管理部長（現任） 

21,700株 

10 
鈴
すず

木
き

賢
けん

次
じ

 
(昭和23年３月22日生) 

昭和41年３月 当社入社 

平成９年10月 当社電子管第二事業部第５製造

部長 

平成21年12月 当社取締役就任（現任） 

当社電子管事業部長代理（現任）

41,800株 

11 
武
たけ

村
むら

光
みつ


たか

 
(昭和23年５月６日生) 

昭和48年３月 当社入社 

平成18年10月 当社固体事業部固体開発部長 

平成21年12月 当社取締役就任（現任） 

当社固体事業部長代理（現任） 

8,100株 



 

－  － 
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候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、当社における地位、担当 
（重要な兼職の状況） 

所 有 す る 
当社株式の数 

12 
原
はら

勉
つとむ

 
(昭和27年３月22日生) 

昭和54年６月 当社入社 

平成18年10月 当社中央研究所長代理 

平成21年12月 当社取締役就任（現任） 

平成22年11月 当社中央研究所長（現任） 

3,700株 

13 
吉
よし

田
だ

堅
けん

司
じ

 
(昭和23年12月15日生) 

昭和46年３月 当社入社 

平成９年６月 当社社長室長（現任） 

平成22年12月 当社取締役就任（現任） 

46,500株 

14 
奥
おく

 平
だいら

 総
そう

一
いち

郎
ろう

 
(昭和31年４月19日生) 

平成20年６月 トヨタ自動車株式会社常務役員

就任（現任） 
0株 

（注）１．取締役候補者と当社の特別の利害関係 

(1) 取締役候補者 晝馬輝夫氏は 

① 財団法人光科学技術研究振興財団理事兼会長を兼務し、当社は同財団と寄付金

の拠出等の取引関係にあります。 

② 株式会社磐田グランドホテル代表取締役会長を兼務し、当社は同社とホテル施

設の使用等の取引関係にあるとともに、当社の定期預金を同社の借入金に対す

る担保として金融機関に提供しております。 

③ 財団法人浜松光医学財団理事長を兼務し、当社は同財団と寄付金の拠出、建物

の賃貸等の取引関係にあります。 

(2) 取締役候補者 晝馬 明氏は 

① 財団法人光科学技術研究振興財団理事長を兼務し、当社は同財団と寄付金の拠

出等の取引関係にあります。 

② 株式会社磐田グランドホテル代表取締役社長を兼務し、当社は同社とホテル施

設の使用等の取引関係にあるとともに、当社の定期預金を同社の借入金に対す

る担保として金融機関に提供しております。 

③ 学校法人光産業創成大学院大学理事長を兼務し、当社は同学校法人と寄付金の

拠出、電子部品の販売等の取引関係にあります。 

(3) 取締役候補者 竹内純一氏は 

① 北京浜松光子技術股有限公司董事長を兼務し、当社は同社と電子部品の売買

等の取引関係にあります。 

② ホトニクス・グループ健康保険組合理事長を兼務し、当社は同組合に対し医用

関連事業に関わる情報収集・調査協力等の業務を委託しております。 

(4) その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

２．社外取締役に関する事項 

(1) 取締役候補者 奥平総一郎氏は、社外取締役候補者であります。 

(2) 奥平総一郎氏は、現在、トヨタ自動車株式会社常務役員の職にあり、その豊富な

知識、経験に基づき的確な助言をいただくことで、当社の経営体制を更に強化で

きるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。 

 



 

－  － 
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第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

 本総会終結の時をもって任期満了により退任されます社外取締役 小吹信三氏に

対し、在任中の労に報いるため、当社の定める基準に従い、総額480千円の退職慰

労金を贈呈いたしたく、贈呈の時期、方法等については取締役会にご一任願いたい

と存じます。 

 退任取締役の略歴は、次のとおりであります。 

氏   名 略      歴 

小
こ

吹
ぶき

信
しん

三
ぞう

 平成19年12月 当社社外取締役就任（現任） 

以 上 

 



 

－  － 
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電磁的方法（インターネット等）による議決権行使のお手続きについて 
 

1. 電磁的方法（インターネット等）をご利用される皆様へ 

 電磁的方法（インターネット等）により議決権を行使される場合は、下記事項を

ご確認のうえ、行使していただきますようお願い申しあげます。 

 

① 電磁的方法（インターネット等）による議決権行使は、当社の指定する議決権

行使サイト（http://www.web54.net）をご利用いただくことによってのみ可能で

す。なお、議決権行使サイトは、携帯電話を用いたインターネットではご利用い

ただけませんのでご了承ください。また、株主様のインターネット利用環境に

よっては、議決権行使サイトにおけるインターネットによる議決権行使ができな

い場合もございますので、その旨ご了承ください。 

② 電磁的方法（インターネット等）により議決権を行使される場合は、議決権行

使書用紙右片に記載の議決権行使コード及びパスワードが必要となります。今回

ご案内するパスワードは、本株主総会に関してのみ有効です。なお、パスワード

は一定回数以上間違えますとロックされ使用できなくなります。パスワードの再

発行を希望される場合は、議決権行使サイトの画面の案内に従ってお手続きくだ

さい。 

③ 電磁的方法（インターネット等）による議決権行使は、議決権行使結果の集計

の都合上、株主総会前日の平成23年12月21日（水曜日）の午後５時までに行使さ

れますようお願いいたします。 

④ 電磁的方法（インターネット等）により複数回、議決権行使をされた場合は、

最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。 

⑤ 電磁的方法（インターネット等）と議決権行使書面の両方で議決権行使をされ

た場合は、電磁的方法（インターネット等）の行使を有効な議決権行使としてお

取り扱いいたします。 

⑥ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用は、株主様のご負担とな

りますのでご了承ください。 

 

電磁的方法（インターネット等）による議決権行使に関するお問合せ 

 

中央三井証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル 

電話 0120（65）2031 受付時間 土日祝日を除く 9：00～21：00 

 

2. 機関投資家の皆様へ 

 管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、議

決権電子行使プラットフォームのご利用を事前に申し込まれた場合には、当社株主

総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、当該プラットフォームを

ご利用いただくことができます。 

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

会場 静岡県浜松市中区板屋町111番地の１ 

アクトシティ浜松 中ホール 

交通 ＪＲ浜松駅北口より徒歩５分（ＪＲ浜松駅前・地下バスター

ミナル広場からのアクトシティ連絡地下道が便利です。） 

 

 

○浜松駅北口からアクトシティ浜松中ホール入り口までのご案内 

 




